
東日本大震災を教訓とした国の中央防災会議の報告や災害対策基本法の改正，並びに防災基本計画の見直しなどを踏まえると同時に，本市における被災地支援の経験を活

かしながら「７つの視点」をもって市地域防災計画を見直し，自助・共助・公助の連携による「減災」の推進と，あらゆる災害に備える災害対策機能の強化を図る。

新潟市地域防災計画見直しの

７つの視点
取り組みの方向性 具体的な取り組み

行政による災害対応（「公助」）には限界があることから，自自助・共助・公助の連携による

資 料 １

（１） 『減災』を基本方針として，地域防災計画の総則に定義

（２） 自助，共助，公助の主体及び役割の明確化

分の命は自分で守ることの「自助」，地域で共に助け合うこと

の「共助」を強化し，それぞれが連携することで，被害の最小

化を図る『減災』を推進する。

① 「減災」の推進

反映：（国）防災対策推進検討会議 最終報告書 ほか

検討：女性の視点で新潟市の防災を考えるワーキンググループ

２
命を守る避難行動の実現

反映：（国）災害時の避難に関する専門調査会報告

：（国）避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針 ほか

（１）要援護者の避難支援にかかる全体計画の策定

（２）水害時の避難を「命を守る行動」として4区分で整理

（３）迅速かつ的確な避難情報の提供に向けた専門機関（気

象台など）との連携強化

（４）情報伝達手段の強化

発災時における要援護者の避難支援をより確かなものとす

るとともに，河川氾濫時などは避難所への移動が逆に身体の

危険を招く場合があることから，状況に応じた避難のあり方を

明確にし，市民の的確な避難行動を実現する。

避難所の運営体制の充実
（１）男女のニーズの違いや要援護者への配慮などを考慮した

避難所ごとの運営マニュアルの策定避難者の多様なニーズに配慮した避難所運営を行えるよう，
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４
津波対策の推進

反映：（国）地震・津波対策に関する専門調査会 報告 ほか

検討：新潟市津波対策専門会議

【命を守るための津波対策の５本柱】
（１）市津波避難計画の策定
（２）避難場所の確保と災害備蓄の適正化
（３）災害情報を確実に伝達するための体制作り
（４）自主防災組織の活動強化
（５）津波被害を減らすまちづくり

新潟市の津波対策として取り組むべき方向性を定め，その

具体的な施策を市民，地域，事業所等，行政が一体となって

実践することで，津波被害の最小化を図る。

原子力事故災害対策の推進
（１）原子力事故災害対策計画を新設し，市地域防災計画に

位置付け東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえた本市の

事故 害 策 整備 時 放射性物

避難所の運営体制の充実

反映：（国）避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針 ほか

検討：女性の視点で新潟市の防災を考えるワーキンググループ

避難所ごとの運営マニュアルの策定

（２）多様なニーズを踏まえた備蓄の推進（アレルギー対応食

糧等）

（３）避難所開設基準の適正化（震度４ → ５弱へ）

避難者の多様なニ ズに配慮した避難所運営を行えるよう，

地域，施設管理者，行政の連携による取り組みを強化すると

ともに，災害備蓄の充実を図る。
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反映：（国）原子力災害対策指針 ほか

：（市町村による原子力安全対策に関する研究会）実効性ある避

難計画

【計画の主な構成】

・情報の収集・連絡体制の整備

・屋内退避・避難 ・避難者受け入れ ほか

原子力事故災害対策を整備し，発災時における放射性物質

の拡散から，市民の安全の確保を図る。

７
復興を速やかに実現させるための体制づくり

（１）市地域防災計画における復興に関する計画の新設

【計画の主な構成】

復興に向けた体制づくり

大規模災害によって壊滅的な被害を受けた場合を想定し，

新たにまちを興すための組織体制や復興計画の体系をあら

かじめ取り決めておくことで 速やかな復興のための基礎とす

６
被災時でも業務を継続できる体制づくり

反映：（国）防災対策推進検討会議 最終報告書
：（国）地方都市等における地震防災のあり方に関する専門調査会報告 ほか

（１）市業務継続計画の策定（災害対策本部機能の確保を含む）

（２）他都市・ボランティア等の支援の受入体制の構築

（３）災害時医療コーディネート体制の構築

被災時でも業務を継続的に実施するための方策をあらかじ

め取り決めておくことで，早期における行政機能の回復を目指

すとともに，他都市やボランティアの支援の受け入れ，医療行

為を確保するための体制づくりを進め，市民生活の安定を図

る。
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反映：大規模災害からの復興に関する法律 ほか

・復興に向けた体制づくり

・復興計画への記載項目 ほか

かじめ取り決めておくことで，速やかな復興のための基礎とす

る。


